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最高裁判所 第３小法廷　御中

平成１９年（行ツ）第２１１号

平成１９年（行ヒ）第２２４号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明治乳業争議支援共闘会議

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　議　長　　　松本　　悟

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明治乳業賃金昇格差別撤廃争議団

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団　長　　　小関　　守

要　請　書
前回（3月24日）要請書の後段で、「4、『有意な格差』を認定しながら、審理・判断しない裁量権などは絶対に許されません」と述べました。すなわち、本件、控訴審判決（東京高裁民事5部。以下、原審判決という）の最大の誤りは、集団間に存在する「有意な格差」を認め不当労働行為意思にも言及しながら、救済年度との「時間的な隔たり」を理由に、これが不当労働行為によるものかどうかの審理・判断しないことを、中央労働委員会の「裁量権の行使に違法があるとみる余地はない」と判断したことです。今回の要請では、この先例・判例にも背反する矛盾に満ちた判断構造の誤りを指摘し、最高裁での見直しを求めます。　

また、前回に続き、明治乳業が本社指揮のもとで全社的に行っていた、不当労働行為の具体的な事実を示す直接証拠（秘密資料）、甲B 11号証「村田ノート」について述べます。

記

1、不当労働行為の成否に係る審理・判断は労働委員会の義務であり裁量権の余地など無い。

「不当労働行為事件の審査の開始」を定める労組法27条1項は、「・・・申立てを受けたときは遅滞なく調査を行い・・・当該申立てが理由があるかどうかについて審問（審査）を行わなければならない」と定めているのであり、審理するか、しないかの裁量権は許されません。　

また、不当労働行為事件の審理では、同条2項で定める「継続する行為」（除斥期間）と、常に対立・矛盾する関係にありますが、しかし、大企業などの不当労働行為・差別事件が多く闘われる中で、事件当事者の奮闘を始め、労働委員会や最高裁を頂点とする司法の努力により、「不当労働行為によって作り出された結果を排除することによって、正常な労使関係の安定を回復する」という、不当労働行為救済制度の本来の目的に添う、審理方法と判断構造に基づく救済措置が工夫され、命令例・判例として蓄積され定着してきたのです。

この到達点に照らしても、原審判決が「有意な格差」を認め、その原因についても上告人らの主張（不当労働行為意思に係る秘密資料）を認定し、「控訴人らの上記主張が妥当するとみる余地はある」（判決文61頁）とまで判示しながら、不当労働行為の成否に係わる審理・判断を放棄した中央労働委員会を、「裁量権の行使に違法があるとみる余地はない」（判決文58頁）と免罪した事は、明らかな理由のくい違いと重大な判例違反としか言えないのです。

2、不当労働行為救済の実効性確保の見地からの遡及審査と一括是正が救済措置の到達点。

　命令例・判例でも明らかなように、この種事件では除斥期間を超えて必要年数を遡及して審査（審理）を行い、格差の原因と不当労働行為意思の判断が行われています。例えば、石川島播磨重工業事件（東京都労委）は16年間遡及審査を行い、多年度累積格差の将来に向けての一括是正の命令。千代田化工建設事件（中労委）も21年遡及審査し、多年度累積差別の一括是正の命令。さらに、新日本石油化学事件（中労委）では26～27年遡及審査を行い、累積差別の一括是正の命令交付など等、その審査（審理）・救済方法は明確なのです。

　しかし、原審判決は「不当労働行為救済の実効性を確保する見地からすれば、・・・労働委員会は、その裁量により、その差別の是正を命じることができる」（判決文37頁）と判示しながら、一転して、このような救済の仕方が許されるための条件として、「行為の同質性が認められるだけではなく、時間的な隔たりが小さく、関連の強固性などが認められる場合に限られる」（判決文38頁）等と、蓄積された命令例・判例の到達点と決定的に矛盾する新基準を勝手に設定し、中労委の「審理・判断しない裁量権」まで容認したのです。

　上告人らは、矛盾に満ちた原審判決の判断構造は、憲法14条が保障する「法の下での平等」に照らしても納得できません。判決の結論に重大な影響を及ぼす、命令例・判例違反、理由のくい違いについて、最高裁での再審理・見直しは避けられないものと確信しています。

3、本社の全面関与での不当労働行為を鮮明にする、「笠原ファイル」と「村田ノート」。

前回の要請で示した「村田ノート（甲B11号証）」（添付資料）は、上告人らが東京都労働委員会に「救済申立て」を行う3年前の昭和57年頃に、本社の人事部を先頭に不当労働行為・差別政策を継続的に、より強化することを指示・指導した内容の記録であることを述べました。57年3月11日「労務」の表題の中で、本社人事部長が発言した内容は、① 上告人ら全国の活動者集団が闘っている3争議などの活動状況、② 日本共産党の現状分析、③ 明治乳業内の活動家集団の系統的な勢力（人数）分析、④ 労働戦線を巡る状況分析、⑤ これらの情勢を踏まえた労務対策などの指示でした。そして、注目すべきは、③で指摘した「活動家集団の勢力分析」です。以前に示した、甲B1号証「職制連絡会議（笠原ファイル）」は、人事考課評定権者らの秘密会議の記録であり、上告人らが在籍した市川工場での不当労働行為・差別の実行計画書でした。ファイルの10頁（添付資料）に、45年「支部選（労組支部役員選挙）」での特徴的な状況の記載がありますが、その内容が「村田ノート」の人事部長報告にある活動家人数の推移と符号するのです。

○「村田ノート」・42年　700人　　　　○「笠原ファイル」記載

　　　　　　　・47年（　　　）　　・8支部反職制の対立候補

　　　　　　　・50年　360人　　　・全面対決 ━━ 九州（支）愛知 2支部

　　　　　　　・54年　280人　　　・赤組 → 12　　福岡のみ勝つ

　　　　　　　・56年　260人　　　・（45年）400票 赤 　  昨（44年）450票

　人事部長報告の活動家集団人数の推移に、「笠原ファイル」記載の年度と人数が符号します。すなわち、昭和40年代初頭から全国各地の工場で高揚する労働組合活動に危機感を深めた明治乳業が、本社指揮のもとで主要工場に一斉にインフォーマル組織（市川工場=明朋会、戸田橋工場=民主化同志会、東京工場=明鳥一心会、愛知工場=山水会、京都工場=都会、大阪=至宝会、西宮工場=民主化同志会、福岡工場=ミルクコーナーなど）を結成し、労働組合の変質を狙って支配介入したことは、この「村田ノート」と「笠原ファイル」の記載内容の符号でも明白であり、決して工場単位で分析し掌握できる内容ではないのです。

最高裁判所におきましては、なんとしても上告の受理をなし、速やかに弁論を開始され、「格差の存在」を認定しながら、不当労働行為意思の審理・判断を放棄した、下級審の理由不備・審理不尽の誤りを、厳しく正されることを強く要請するものです。　　　　　　

以上。
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